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交通・立地統合モデルによる政策効果分析手法の提案
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社会基盤整備による効果（混雑の解消/利便性の向上した郊外への
移住等）は，広い範囲に渡ってその効果を発揮します．これらの効果
を適切に把握することは，効率的な政策を打つうえで非常に重要です．
その把握のための方法のひとつとして，立地モデルが存在します．立
地モデルを用いた計量分析では，社会基盤整備等の広範囲に渡る効果
を計量化でき，これまでに多くの研究が蓄積されてきました．しかし
立地モデルのほとんどは，実際には考慮されるべきである交通混雑が
表現できていないという課題も残されています．いくつかのモデルは
この課題の解決に挑戦しましたが，交通混雑を考慮したうえで「実都
市のような大規模な地点」に適用可能となるモデルは未だ存在してい
ません．この事実は，立地モデルが実都市への政策効果分析を目的と
していることを考慮すると，解決すべき重要な課題であると言えます．
そこで本研究では，立地モデルを軸として，交通混雑を考慮した上

で社会基盤整備の効果を計量化できる交通モデルと統合することで，
「交通混雑の影響が考慮できる立地モデル」を構築します．また，こ
のようなモデルの課題だった「実都市適用可能なモデルを作成するこ
と」を解決するための第一歩として，ポテンシャル関数を用いた安定
性解析手法を用いて実都市のように経路の絡みが複雑となる都市にも
適用できる分析手法を提案します．

家計・企業等の経済主体が
複雑に立地する都市

都市の課題の代表例のひとつ
である交通混雑

研究背景・目的

本研究では，Ahlfeldt
et al.(2015)モデル1)を
基にしたモデルを構築し
ます．都市は，１つの都
市内に𝐼𝐼個の地点がある
ものを考えます．また，
この都市には立地主体で
ある家計と企業，及び
floor spaceを供給する
デベロッパーが存在する
とします．その関係性を
右図に示します．

モデルの設定
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2.

先ほど示した3つの主体の条件をまとめ整理することで，交通状況
や人口分布等の家計が受ける様々な影響を数値化できる，間接効用関
数を得ることができます．この間接効用関数を用いることで，立地均
衡条件が以下のように表せます．

モデルの解析手法3.

以上に示したモデルの設定及び解析手法を用いることで，実際に均
衡状態の解析を行うことができます．今回は線分上の51地点について
解析を行いました．ここで線分上の51地点とは，51ある地点が線分上
に並んでおり，各地点は隣り合う地点のみに行き来できるものです．

実際の解析例4.

これらの関係を定式化することで均衡状態（＝家計の分布）を求め
るのが本研究の流れです．ここでは３つの主体の代表例として，家計
の行動についての式を示します．式は複雑ですが，「式が効用を最大
化している点」，「通勤費用が交通量の関数となっている点」に着目
してください．

家計のモデル設定

立地主体の行動の模式図

𝑘𝑘: 選択する経路
𝑁𝑁: 家計の総数
𝜃𝜃: スケールパラメータ
𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘: 地点𝑖𝑖から𝑗𝑗へ経路𝑘𝑘を使って行く人数

間接効用関数及び立地均衡条件

この条件を解くことで均衡状態（＝家計の分布）が得られます．し
かしこの式は(全ての居住地𝑖𝑖)×(全ての勤務地𝑗𝑗)×(全ての経路𝑘𝑘)の全て
のパターンを連立する非線形連立方程式を解く必要があるため，効率
的な解析が困難となっていました．
この問題を解決するため，本研究ではポテンシャル関数の存在を明

示しています．ポテンシャル関数とはSandholm(2010) によって示さ
れた関数2)で，この関数が存在する場合，ポテンシャル関数を局所的
に最大化させた場合の𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘が安定均衡となります．先述の通り，本研究
で構築したモデルにはポテンシャル関数が存在するため，この方法を
用いることで容易に均衡状態を解析できます．

以上の設定のもと，ポテンシャル関数の最大化を用いて，地点数ご
との家計・企業の分布について計算を行いました．今回は，その結果
を簡単にまとめたものを下図に示します．下図には通勤費用の高い場
合と低い場合それぞれにおける主体の分布が示してあります．

通勤費用ごとの各主体の動き

この図の結果を比較すると，通勤費用が減少した場合に都市の規模
が変化していることから，交通混雑による影響が都市の構造に影響を
与えることを示唆する結果が得られており，51地点という比較的大き
い規模の地点数に対して交通混雑の影響が反映されていることが分か
ります．この結果から，交通混雑が考慮でき，かつ比較的大規模な地
点数（101地点までの解析に成功）に対して適用できるモデルが作成
できたため，政策効果分析を行うための基盤が完成したと言えます．
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